
お 知 ら せ 

平成１３年６月３０日 

総 務 省 

 

「郵政関連業実態調査」（平成１２年１２月実施）の結果 

 ｢放送番組制作業｣及び「電気通信工事業等」の現状

と動向 

 

総務省は、この度、平成１２年１２月に実施した「郵政関連業実態調査」（総務大

臣承認統計）の結果を取りまとめました。 

今回の調査結果の概要は、以下のとおりです。 

 

１ 放送番組制作業 

○ 放送権、二次利用権の所在は、放送局の単独所有が大半。 

○ 放送番組制作者でテレビ放送番組の二次利用権を有する事業者は、従来の「ビ

デオ化」及び「再放送への利用」に加え、「ＣＤ－ＲＯＭ化」が大幅に伸びた。 

○ 今後の事業展開では、映像新時代を背景に、「インターネット番組（画面）制

作」、「ハイビジョン制作・技術」、「ケーブルテレビへの番組供給」、「衛星

放送（ＣＳを含む）への番組供給」など、多メディア・多チャンネル化や情報通

信の高度化対応に事業を拡大・多角化の方向。 

 

２ 電気通信工事業等 

○ 新しい技術への取り組みとして、ＣＡＴＶ電話工事、ＬＡＮ工事、光ファイ

バーケーブル工事などに半数以上の事業者が既に取り組んでおり、ビデオ・オ

ン・デマンドなどにも今後取り組んで行く予定。 

 
                      連絡先：情報通信政策局総合政策課 

                     （担当：磯補佐、小林係長） 

                     電 話：０３－５２５３－５７４４ 
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１ 放送番組制作業（毎年調査） 

【事業状況】 

○ 事業者の規模は、資本金「３千万円未満」が７３.０％と多数を占める。 

○ 売上高は、１１年度実績で１.４％減少（前年度比）したが、１２年度は、４.

２％増加（前年度比）の見込み。 
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【テレビ放送番組の著作権の所在状況】 

制作したテレビ放送番組の著作権（「放送権」及び「二次利用権」）は、「放

送局の所有」とする回答事業者の割合が大半。 

【テレビ放送番組の二次利用の状況】 

二次利用権を有するテレビ放送番組の二次利用は、従来の「ビデオ化」、「再

放送への利用」及び「衛星放送番組としての利用」等に加え、「ＣＤ-Ｒ化」が大

幅な伸び。 
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 【今後の事業展開】 

放送のデジタル化、多チャンネル化、高品質化、マルチメディア化に対応するた

め、「ハイビジョン制作・技術」、「インターネット番組（画面）制作」、「ケー

ブルテレビへの番組供給」へ取り組む意向が高い。 

 【経営上の問題点】 

安定した事業経営のため、番組制作の契約にかかわることを問題点として 

 認識。 
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２ 電気通信工事業等（隔年調査） 

（電気通信工事業及び有線テレビジョン放送設備設置工事業） 

 

【事業状況】 

 事業者の規模は、資本金「３千万円未満」が最も多く６０.３％を占める。 
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【今後の事業展開】 

 新しい技術への取り組みとして、ＣＡＴＶ電話工事、ＬＡＮ工事、光

ケーブル工事などに半数以上の事業者が既に取り組んでおり、ビデオ・
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【経営上の問題点】 

 「工事単価が低い」（７３％）、「受注時期が不安定」（５３％）、「経験者・

熟練者の確保」（５１％）などが問題。 
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郵政関連業実態調査 
 

本調査は、電気通信事業及び放送事業に密接に関連する事業について、その実態

を把握するため、総務大臣承認統計として平成４年度から実施しているもので、平

成１２年度は、「放送番組制作業」（毎年調査：８回目）、「電気通信工事業」及

び「ケーブルテレビジョン放送設備設置工事業」（隔年調査：４回目）について実

施したもの。 

  

【調査対象】 

放送番組制作業：「テレビジョン又はラジオの放送番組、文字・データ多重放

送番組」、「データ又はデジタル放送番組」及び「コマーシャル（Ｃ

Ｍ）」の制作に関わる業務を行う事業。 

電気通信工事業等：有線電気通信法に基づき電気通信設備設置工事（維持管理

業務を含む。）を行う事業及び有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放送法に基づき有線ﾃﾚﾋﾞｼﾞｮﾝ放

送施設の設置工事（維持管理業務を含む。）を行う事業。 

 

【調査方法】 

  アンケート(調査票送付、各事業者自記入)により実施 

 

【調査時期】 

  平成１２年１２月 

 

【回答事業者数】 

区   分 発送数 回収数 回答率(％) 

 放 送 番 組 制 作 業 1,132 300 26.5 

電 気 通 信 工 事 業 等  621 316 50.9 

合   計 1,753 616  35.1 

  

【用語解説】 

「放 送 権」：テレビ放送番組（ＣＭを除く）の当初の利用目的に従い、地上放

送又はＣＡＴＶ放送・衛星放送（ＣＳを含む）の番組としてのみ利用でき     

る権利。 

「二次利用権」：ビデオ、ＣＤ－ＲＯＭ、出版などへの利用や当初利用目的の放送

（放送権による放送）以外の放送番組への利用（例えば、地上放送に     

利用することを当初利用目的とする番組を、後にＣＳ放送やＣＡＴＶ     

放送の番組として利用。）ができる権利。 


